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本資料の目的 

1. サステナビリティ基準委員会（以下「当委員会」という。）は、第 7回サステナビリティ

基準委員会（2023 年 1月 18 日開催）において、国際サステナビリティ基準審議会（以下

「ISSB」という。）の IFRS S2 号「気候関連開示」（以下「IFRS S2 号」という。）に相

当する基準（日本版 S2基準）の開発を当委員会の審議テーマとすることを決定した。 

2. 本資料は、日本版 S2 基準における GHG プロトコルの測定アプローチに関する定めについ

て検討することを目的としている。 

3. 温室効果ガス排出に関連する論点は次を予定している。なお、経過措置については、別途

まとめて検討する予定である。 

温室効果ガス排出の開示に関する論点一覧（本論点はハイライト部分） 

範囲 ≪境界の画定≫  

  温室効果ガス排出の 3つのスコープ A2-1 

  GHG プロトコルと法域における他の法令等との関係 - 

  GHG プロトコルの測定アプローチ A2-2 

  スコープ 1及びスコープ 2の温室効果ガス排出の分解 A2-3 

測定 ≪温室効果ガス排出の測定≫  

  [3 つのスコープ共通]  

   CO2換算の温室効果ガスの集約 - 

  [スコープ 2温室効果ガス排出]  

   スコープ 2の測定におけるロケーション基準とマーケット基準 - 

  [スコープ 3温室効果ガス排出]  

   絶対総量の開示における重要性の判断の適用 - 

   異なる報告期間の情報の使用 - 

   スコープ 3の範囲の再評価 - 

   スコープ 3の測定フレームワーク - 

   ファイナンスに係る排出（financed emissions） - 

開示 ≪温室効果ガス排出の絶対総量の開示≫ - 

 ≪測定方法の開示≫ - 
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その他 ≪経過措置≫ - 

事務局による提案の要約 

4. 本論点に関する事務局の提案を要約すると、次のとおりである。（後述の第 22 項参照） 

次の用語の定義を、日本版 S2 基準において定める。 

(1) 「持分割合アプローチ」とは、子会社等の投資先の温室効果ガス排出量のうち、持分

割合相当を報告企業1の温室効果ガス排出量に含めるアプローチをいう2。 

(2) 「経営支配力アプローチ」とは、報告企業が、子会社等の投資先の意思決定機関の支

配等を通じて、当該投資先の経営方針を決定する力をもつ場合、持分割合によらず当

該投資先の温室効果ガス排出量の 100％を報告企業の温室効果ガス排出量に含める

アプローチをいう3。 

(3) 「財務支配力アプローチ」とは、報告企業が、子会社等の投資先の活動から経済的利

益を得る目的で、契約等により当該投資先の財務方針を決定する力をもつ場合、持分

割合によらず経済的実質を反映する割合において当該投資先の温室効果ガス排出量

を報告企業の温室効果ガス排出量に含めるアプローチをいう4。 

次の事項を、日本版 S2基準において定める。 

(1) 報告企業の親会社（連結すべき子会社が存在しないため連結財務諸表を作成してい

ない場合は個別財務諸表を作成する企業）は、報告企業に含める温室効果ガス排出の

範囲を決定する方法について、次のうち 1つを選択しなければならない。 

                                                   
1 第 18 回サステナビリティ基準委員会（2023 年 8 月 3 日開催）において、報告企業を「一般目的財務

諸表の作成を要求されるか又はこれを選択する企業」と定義した上で、「連結財務諸表を作成している

場合は連結財務諸表に含まれる企業集団（親会社及び子会社をいう。以下同じ。）、連結すべき子会社

が存在しないため連結財務諸表を作成していない場合は個別財務諸表を作成する企業」をいう旨を示

すことにつき、特段反対の意見は聞かれなかった。 
2 Under the equity share approach, a company accounts for GHG emissions from operations according to its share 

of equity in the operation.「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004年）」17頁 
3 The company has financial control over the operation if the former has the ability to direct the financial and 

operating policies of the latter with a view to gaining economic benefits from its activities. For example, financial 

control usually exists if the company has the right to the majority of benefits of the operation, however these rights 

are conveyed. Similarly, a company is considered to financially control an operation if it retains the majority risks 

and rewards of ownership of the operation’s assets.（同上17頁） 
4 A company has operational control over an operation if the former or one of its subsidiaries (see Table 1 for 

definitions of financial accounting categories) has the full authority to introduce and implement its operating 

policies at the operation. This criterion is consistent with the current accounting and reporting practice of many 

companies that report on emissions from facilities, which they operate.（同上18頁） 
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① 持分割合アプローチ 

② 経営支配力アプローチ 

③ 財務支配力アプローチ 

ISSB 基準の理解 

5. IFRS S2 号では、「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」（以下

「GHG プロトコル（2004 年）」という。）に従い温室効果ガス排出を測定する場合、持分割

合アプローチ、経営支配力アプローチ又は財務支配力アプローチのいずれかを用いるこ

とを要求している。なお、「GHG プロトコル（2004 年）」及び IFRS S2 号では「持分割合

アプローチ」と「支配アプローチ」を対比した上で、「支配アプローチ」には「経営支配

力アプローチ」と「財務支配力アプローチ」があるとされている（和訳は事務局による仮

訳）。 

29 An entity shall disclose information relevant to the cross-industry metric categories of: 

 企業は、産業横断的指標カテゴリーに関連する次の情報を開示しなければならな

い。 

(a) greenhouse gases—the entity shall: 

温室効果ガス。企業は次のすべてを行わなければならない。 

(ⅱ)  measure its greenhouse gas emissions in accordance with the Greenhouse 

Gas Protocol: A Corporate Accounting and Reporting Standard (2004) unless 

required by a jurisdictional authority or an exchange on which the entity is 

listed to use a different method for measuring its greenhouse gas emissions 

(see paragraphs B23–B25); 

「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」に従

って企業の温室効果ガス排出を測定する。ただし、法域の当局又は企

業が上場する取引所が、企業の温室効果ガス排出を測定する上で異な

る方法を用いることを要求している場合を除く（B23 項から B25 項参

照）。 

B27 The Greenhouse Gas Protocol: A Corporate Accounting and Reporting Standard (2004) 

includes different measurement approaches that an entity might use when measuring its 

greenhouse gas emissions. In disclosing information in accordance with paragraph 

29(a)(iii), the entity is required to disclose information about the measurement approach it 

uses. For example, when the entity discloses its greenhouse gas emissions measured in 

accordance with the Greenhouse Gas Protocol: A Corporate Accounting and Reporting 

Standard (2004), the entity is required to use the equity share or control approach. 

Specifically, the entity shall disclose: 

 「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」は、企業が温室

効果ガス排出を測定するにあたり企業が使用する場合がある異なる測定アプロー

チを含む。第 29 項(a)(iii)に従って情報を開示するにあたり、企業は使用する測定

アプローチについての情報を開示することが要求される。例えば、企業が「温室効

果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」に従って測定した企業自
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身の温室効果ガス排出を開示する場合、企業は持分割合アプローチ又は支配アプ

ローチを使用することが求められる。具体的には、企業は次のすべてを開示しなけ

ればならない。 
(a) the approach it uses to determine its greenhouse gas emissions (for example, the 

equity share or control approach in the Greenhouse Gas Protocol: A Corporate 

Accounting and Reporting Standard (2004)); and 

企業の温室効果ガス排出を決定するために使用するアプローチ（例えば、

「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」における

持分割合アプローチ又は支配アプローチ） 

(b) the reason, or reasons, for the entity’s choice of measurement approach and how 

that approach relates to the disclosure objective in paragraph 27. 

企業の測定アプローチを選択した理由及びそのアプローチがどのように

第 27 項の開示目的と関連しているか 

（公開草案に対する当委員会のコメント） 

6. 当委員会は、本論点に関し、IFRS S2 号の公開草案に対して、次のようにコメントした。 

(1) GHG プロトコルは、温室効果ガス排出の測定において最も広く使われている基準であ

り、GHG プロトコルで示された方法を基礎とした温室効果ガス排出の算定を要求する

ことに賛成するものの、ISSB の支配が及ばない ISSB 以外の組織が公表する指針等が

自動的にIFRSサステナビリティ開示基準の一部を構成することに懸念を有している。 

(2) GHG プロトコルには、「GHG プロトコル（2004 年）」以外にもさまざまな基準及びガ

イダンスが公表されているため、それらを含んだ総体として GHG プロトコルを参照

している旨を明確にすることが考えられる。 

7. 前項の GHG プロトコル（2004 年）等の外部参照基準の明確化（前項(2)参照）については、

温室効果ガス排出を測定するにあたり参照する基準が IFRS S2 号第 29 項(a)(ⅱ)におい

て GHG プロトコル（2004 年）であることが明示された。 

8. また、IFRS 財団のデュー・プロセスに対する懸念（前項(1)参照）については、仮に GHG

プロトコル（2004 年）が更新された場合、IFRS S2 号の参照先が自動的に更新されるわ

けではなく、IFRS 財団のデュー・プロセスに従い IFRS S2 号を更新するとの考えが IFRS 

S2 号の「結論の根拠」において示された（IFRS S2 号 BC90 項）。IFRS S2 号の「結論の根

拠」には規範性がないものの、当委員会の懸念は一定程度解消されたと考えられる。 
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事務局による分析 

（GHG プロトコル（2004 年）における持分割合アプローチと支配アプローチ） 

9. GHG プロトコル（2004 年）は、IFRS 財団とは別の組織である「温室効果ガス・プロトコ

ル・イニシアティブ」5が開発した、温室効果ガス排出の算定及び報告のための基準であ

り、IFRS S2 号の要求事項に反しない範囲においてのみ適用されるとしている（IFRS S2

号 B23 項から B25 項）。 

10. GHG プロトコル（2004 年）では、温室効果ガス排出量のデータを報告企業に「連結する」

（consolidate）ための方法（すなわち、報告企業に含める温室効果ガス排出の範囲を決

定する方法）として、「持分割合アプローチ」、「経営支配力アプローチ」、又は「財務支配

力アプローチ」のいずれかを親会社が選択することを報告企業に求めている。 

11. また、報告企業に含まれるすべての企業（親会社とその子会社）は、同一の測定アプロー

チを用いなければならないとされている。さらに、当該アプローチは、財務諸表を作成す

るにあたり用いられる連結方針と整合させるべき（should）であるとされている。 

（HP では GHG プロトコルの仮訳は非公表） 

12. 3 つのアプローチを整理すると、次のようになる。 

(1) 持分割合アプローチ（Equity share） 

子会社等の投資先の温室効果ガス排出量のうち、持分割合相当を報告企業の温室効

果ガス排出量に含めるアプローチ。 

(2) 経営支配力アプローチ（Operational control） 

報告企業が、子会社等の投資先の意思決定機関の支配等を通じて、当該投資先の経営

方針を決定する力をもつ場合、持分割合によらず当該投資先の温室効果ガス排出量

の 100%を報告企業の温室効果ガス排出量に含めるアプローチ。なお、経営支配力を

有するということは、必ずしも報告企業が子会社等の事業に関するすべての決定権

を持つということではなく、経営方針を導入し、実施する権限を持つことを意味す

る。 

                                                   

5 温室効果ガス・プロトコル・イニシアティブは、世界資源研究所（本拠地を米国とする環境 NGO）及

び持続可能な開発のための世界経済人会議（本拠地をジュネーブとする 170 の国際企業の連合）によ

って召集された、企業、非政府組織（NGO）、政府及びその他の人々の、複数の利害関係者のパートナ

ーシップとされる。1998 年よりビジネス向けに国際的に認められた温室効果ガスの説明及び報告基準

を開発し、それらの幅広い適用を促進することを目的としている。Homepage | GHG Protocol 

https://ghgprotocol.org/
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(3) 財務支配力アプローチ（Financial control） 

報告企業が、子会社等の投資先の活動から経済的利益を得る目的で、契約等により当

該投資先の財務方針を決定する力をもつ場合、持分割合によらず経済的実質を反映

する割合において当該投資先の温室効果ガス排出量を報告企業の温室効果ガス排出

量に含めるアプローチ。 

経営支配力アプローチと財務支配力アプローチの違いについて、GHG プロトコル

（2004 年）によれば、ほとんどの場合、財務支配力と経営支配力のどちらを用いた

かによって、ある事業が企業によって支配されているか否かの判定が異なることは

ないとされる。 

一方で、共同支配企業については、共同で出資するため、財務支配力は有するものの、

経営支配力は有さない場合が考えられる。例えば、2 社が共同で 50％ずつ出資を行

い、経済的利益を 50％ずつ取得する（共同で財務支配力を有する）共同支配企業の

場合、財務支配力アプローチは 50％であるが、経営支配力アプローチは 0％と判断

されることが考えられる。 

（GHG プロトコル（2004 年）の適用の検討） 

13. IFRS S2 号において GHG プロトコル（2004 年）を用いることとした理由は、多くの法域

で用いられる支配的な方法であるため、認められる測定アプローチの範囲を狭めること

によって、企業の開示の比較可能性を改善することとされている（IFRS S2 号 BC86 項）。 

14. 前述の測定アプローチ（本資料第 11 項）は、各法域の会計基準における連結範囲の考え

方と必ずしも整合しない場合があることを前提にしている（IFRS S2 号 BC101 項）ため、

特に我が国のように複数の会計基準の適用を容認している法域においても適用可能であ

ると考えられる。 

15. このため、日本版 S2基準においても、測定アプローチに関する定めを取り入れることが

考えられるがどうか。 

16. さらに、これらの測定アプローチは、報告企業に含める温室効果ガス排出の範囲を決定

するための根幹となる概念であり、また、選択によって比較可能性が失われる可能性が

あるにもかかわらず、IFRS S2 号において特に定義されていない。一方、選択した測定ア

プローチについては、IFRS S2 号 B27 項において開示が求められている。 
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17. そのため、日本版 S2 基準においては、GHG プロトコル（2004 年）を参考に「用語の定義」

において、3つの測定アプローチの定義を含めることとしてはどうか。また、選択した測

定アプローチについて開示を求めることとしてはどうか。 

18. また、基準の明確化のため、測定アプローチの 1 つを選択しなければならないことを、

基準本文に定めることとしてはどうか。 

（測定アプローチに関する規範性のないガイダンス） 

19. 仮に、当委員会事務局の提案どおりに IFRS S2 号の GHG プロトコル（2004 年）に関する

定めを取り入れた場合、測定アプローチの違いに関する規範性のないガイダンスを開発

することが適切であると考えられる。 

（GHG プロトコルの更新に伴う、日本版 S2 基準の変更） 

20. GHG プロトコル（2004 年）は、当委員会以外の第三者が定めているため、今後、これが更

新される場合、当委員会の適正手続によらず変更されることになる。 

21. この点、ISSB は、仮に GHG プロトコル（2004 年）が更新された場合、IFRS S2 号の参照

先が自動的に更新されるわけではなく、IFRS 財団のデュー・プロセスに従い IFRS S2 号

を更新する予定であることを明示した（前述の第 8 項）ため、当委員会が公表する基準

（日本版 S2 基準等）においても、ISSB の動向を踏まえ、適宜、当委員会の適正手続に則

り対応を検討することが考えられる。 

事務局による提案 

22. 日本版 S2基準において、次の事項を定めることとしてはどうか。 

(1) 次の用語の定義を、日本版 S2 基準において定める。 

① 「持分割合アプローチ」とは、子会社等の投資先の温室効果ガス排出量のうち、

持分割合相当を報告企業の温室効果ガス排出量に含めるアプローチをいう。 

② 「経営支配力アプローチ」とは、報告企業が、子会社等の投資先の意思決定機関

の支配等を通じて、当該投資先の経営方針を決定する力をもつ場合、持分割合に

よらず当該投資先の温室効果ガス排出量の 100％を報告企業の温室効果ガス排

出量に含めるアプローチをいう。 

③ 「財務支配力アプローチ」とは、報告企業が、子会社等の投資先の活動から経

済的利益を得る目的で、契約等により当該投資先の財務方針を決定する力をも
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つ場合、持分割合によらず経済的実質を反映する割合において当該投資先の温

室効果ガス排出量を報告企業の温室効果ガス排出量に含めるアプローチをい

う。 

(2) 次の事項を、日本版 S2基準において定める。 

① 報告企業の親会社（連結すべき子会社が存在しないため連結財務諸表を作成し

ていない場合は個別財務諸表を作成する企業）は、報告企業に含める温室効果ガ

ス排出の範囲を決定する方法について、次のうち 1 つを選択しなければならな

い。 

（ア） 持分割合アプローチ 

（イ） 経営支配力アプローチ 

（ウ） 財務支配力アプローチ 

文案 

23. 本資料における事務局提案を踏まえた日本版 S2基準の文案イメージは、以下のとおりで

ある。 

（HP では非公表） 

ディスカッション・ポイント 

① 本資料第 4 項に示す用語の定義及び日本版 S2 基準の定めに関する事務局提案

について、ご質問やご意見があればいただきたい。 

② 本資料第 4項に示す温室効果ガス排出に関する情報について、規範性のないガ

イダンス（補足文書）において補足情報を提供することについて、ご意見やご

質問があればいただきたい。 

③ 日本版 S2基準の文案イメージについて、ご意見をいただきたい。 

④ 本論点に関して、他に検討すべき事項があればご意見いただきたい。 

以 上 


